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^ 入札説明書を希望する者は、\の場所で直
接購入すること。ただし、郵送を希望する者
は、Ａ４判用紙が入る返信用封筒（宛先を必
ず明記する。）並びに重量250ｇに見合う郵送
料金に相当する郵便切手又は国際返信切手を
添付して\の場所に申込むとともに、日本国
通貨により、]の示す金額を下記の銀行口座
に振り込むこと。この場合、当該送金に係わ
る手数料は、全額申込希望者の負担とする。
振込先 みずほコーポレート銀行本店
普通口座 2164815 日本貨物鉄道株式会

社
_ 入札、開札の日時及び場所
平成22年10月15日13時30分
日本貨物鉄道j財務部資材グループ入札室

４ その他
\ 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 品質保証 保証付
_ 分割履行 認めない
` 手続きにおける交渉の有無 無
a 詳細は入札説明書による。
５ Summary

\ The person who is responsible for this

contract : Eisaku Nakamura, General Man-

ager of Finance Department, Japan Freight

Railway Company.

] Classification of the Products to be pro-

cured : 18

^ Nature and quantity of the Products to be

purchased : Freight Railway cargo Contain-

er. 1,000units.

_ Delivery period : 30 september 2011.

` Delivery Place : as in the tender do-

cumentation.

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall have been qualified through

the Examination of Qualifications for the

Participation in selective Tenders for Pro-

curing Equipment by Japan Freight Rail-

way Company.

b Time limit for tender : 1 : 30 P. M 15 octo-

ber 2010.

c Contact point for the notice : Kiyoyuki

Suzuki, Purchasing & Stores Section, Fi-

nance Department, Japan Freight Railway

Company, 13`1 Iidabashi 3-Chome Chiyo-

da-Ku, Tokyo 102`0072 Japan. Tel : 03`

3239`9155

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を除く））

次のとおり技術提案書の提出を招請します。
平成 22年８月 26日
支出負担行為担当官
沖縄総合事務局開発建設部長 浦辺 信一

◎調達機関番号 007 ◎所在地番号 47

１ 業務の概要
\ 品目分類番号 42

] 業務名 新石垣航空基地設計業務（電子入
札対象案件）

^ 業務内容 本業務は、沖縄県石垣市字盛山
東牛種子（新石垣空港内）に計画している新
石垣航空基地の建築及び建築設備の基本・実
施設計並びに数量積算を行うものである。

_ 履行期限 契約締結の翌日～平成23年６月
30日

` 業務実施形態 本業務は提出資料、入札を
電子入札システムで行う対象業務である。な
お、電子入札システムによりがたいものは、
発注者の承諾を得た場合に限り紙入札方式に
変えることができる。

a 本業務は、「国及び独立行政法人等における
温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約
の推進に関する基本方針」に基づき、温室効
果ガス等の排出の削減に配慮する内容をテー
マとした技術提案を求め、技術的に最適な者
を特定する環境配慮型プロポーザル方式の適
用業務である。

２ 参加資格
技術提案書の提出者は、\に掲げる資格を満
たしている単体企業、又は]に掲げる資格を満
たしている設計共同体であること。
\ 単体企業

{ 予算決算及び会計令（（昭和22年勅令第
165号）以下「予決令」という。）第70条及
び第71条の規定に該当しない者であるこ
と。

| 沖縄総合事務局における平成21・22年度
建築関係建設コンサルタント業務に係る一
般競争（指名競争）参加資格の認定を受け

ていること。また、沖縄総合事務局長から、
建設コンサルタント業務等に関し指名停止
を受けている期間中でないこと。

} 建築士法（昭和25年５月24日法律第202

号）第23条の規定に基づく一級建築士事務
所の登録を行っていること。

] 設計共同体 \に掲げる条件を満たしてい
る者により構成される設計共同体であって、
「競争参加者の資格に関する公示」（平成22年
８月26日付け沖縄総合事務局開発建設部長）
に示すところにより沖縄総合事務局開発建設
部長から新石垣航空基地設計業務に係る設計
共同体としての競争参加者の資格（以下、「設
計共同体としての資格」という。）の認定を受
けているものであること。

５ 手続等
\ 担当部局 〒900`0006 沖縄県那覇市おも
ろまち２`１`１ 沖縄総合事務局開発建設
部管理課契約第一係 電話098`866`0031

（内線）2526

] 業務説明書の交付期間、場所及び方法 交
付期間は平成22年８月26日から平成22年10月
28日までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎
日、９時00分から17時15分まで。
電子入札システムにより交付する。なお、
これによりがたい場合は、\に照会すること。

^ 参加表明書の受領期限並びに、提出及び受
領方法 平成22年９月10日の17時15分までに
電子入札システムにより提出を行うこと。た
だし、発注者の承諾を得た場合は平成22年９
月10日の17時15分までに、上記５\に持参又
は郵送（書留郵便に限る。受領期限までに必
着のこと。）すること。

_ 技術提案書の受領期限並びに、提出及び受
領方法 平成22年10月29日の17時15分までに
電子入札システムにより提出を行うこと。た
だし、発注者の承諾を得た場合は平成22年10

月29日の17時15分までに、上記５\に持参又
は郵送（書留郵便に限る。受領期限までに必
着のこと。）すること。

６ その他
\ 手続において使用する言語は日本語、通貨
は日本国通貨、単位は日本の標準時及び計量
法に限る。

] 契約保証金 免除
^ 契約書作成の要否 要
_ 当該業務に直接関連する他の設計業務の委
託契約を当該業務の委託契約の相手方との随
意契約により締結する予定の有無 有（新石
垣航空基地設計その２業務）

` 関連情報を入手するための照会窓口 上記
５\に同じ。

a 上記２\|に掲げる一般競争（指名競争）
参加資格の認定を受けていない単体企業又は
上記２]に掲げる設計共同体としての資格の
認定を受けていないもの（一般競争（指名競
争）参加資格の認定を受けていない単体企業
を構成員とする場合を含む。）も上記５^によ
り参加表明書を提出することができるが、そ
の者が技術提案書の提出者として選定された
場合であっても、技術提案書を提出するため
には、技術提案書の提出の時において、当該
資格の認定を受けていなければならない。

b 技術提案書に関するヒアリングを行う。
c 詳細は業務説明書による。
７ Summary

\ Classification of the services to be pro-

cured : 42

] Subject matter of the contract : Design

Work For Japan Coast Guard Ishigaki Air

Station

３ 技術提案書の提出者を選定するための基準
\ 専門分野の技術者資格
] 平成12年４月１日以降の同種又は類似業務
の実績

^ 平成17年４月１日以降に担当した沖縄総合
事務局開発建設部発注業務の実績評価及び成
績

_ 経験年数
` 事故及び不誠実な行為
４ 技術提案書を特定するための評価基準
\ 専門分野の技術者資格
] 平成12年４月１日以降の同種又は類似業務
の実績

^ 平成17年４月１日以降に担当した沖縄総合
事務局開発建設部発注業務の実績評価及び成
績

_ 経験年数
` 事故及び不誠実な行為
a ＣＰＤ取得単位
b 取組意欲（ヒアリングにより評価を行う。）
c 業務の理解度、業務の実施方針、特定テー
マに対する技術提案（技術提案書の内容及び
ヒアリングにより評価を行う。）
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